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会 議 録 

◇詳細―企画調整グループ 電話０３－３９８１－４２０１ 

附属機関又は 

会議体の名称 
平成２２年度 基本計画策定委員会（第 6 回） 

事務局（担当課） 政策経営部企画課 

開催日時 平成 22 年 10 月 13 日（水） 16 時 15 分～17 時 00 分 

開催場所 生活産業プラザ 展示場 

議題 （１）分野別計画に関する方針について 

  1)施策の重点化に関する方針 

  2）計画事業に関する方針 

（２）後期計画事業について 

   

公開の 

可否 

会議 

□公開  ■非公開  □一部非公開    

非公開・一部非公開の場合は、その理由 

豊島区行政情報公開条例第７条第１項第５号による 

会議録 

■公開  □非公開  □一部非公開 

非公開・一部非公開の場合は、その理由 

 

出席者 

委員 

副区長・政策経営部長・総務部長・区民部長・文化商工部長・図書館担当部長・清

掃環境部長・保健福祉部長・健康担当部長・子ども家庭部長・都市整備部長・土木

部長・会計管理室長・教育総務部長・選挙管理委員会事務局長・監査委員事務局

長・区議会事務局長 

幹事 施設計画課長 

説明者 企画課長 

事務局 企画課企画調整グループ係長 
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 《案件の説明》 

説明者： 資料に基づき、分野別計画に関する方針及び後期計画事業について基本計画策定

委員会委員に説明。 

10 月 19 日に審議会委員に資料を送付する。現在、事務局において資料の完成に

向けて作業を行っているところだが、次回の審議会の資料を概ねこのような形で用意

させていただくということで説明させていただく。今後 3 回にわたり計画事業の事業量、

事業費についての資料を提出することになる。このような資料を審議会に提出して議

論していただくが、資料構成について意見をいただきたい。 

重点施策の見直しについては、今回基本計画の体系の見直しということがあり、合

わせて重点施策の見直しを行う必要があると考えている。また、計画事業の選び方の

方針については、基幹事業と貢献事業としてとりまとめたい。 

次回以降の審議会では、各分野ごとに、変更点、重点施策、特に力を注ぐ事業につ

いて各部長より説明いただきたい。なお、説明の方法については審議会資料とともに

配布する。 

 《主な意見と質疑》 

委員： 計画事業の分類として基幹事業と貢献事業となっているが、選別が難しい。部局に

より差がでるのではないか。 

事務局： 計画事業数は前期と大きな変動がないように選定されるよう調整したい。 

委員： 重点施策の見直しについても次回の審議会で審議対象となるのか。 

事務局： 区民意識調査の結果、変更する、あるいはニーズとずれているが変更しないという

施策については、この後調査を行い、資料として提出する予定である。ただし、見直さ

なければいけないということではない。 

副区長： 計画事業の分類について、現行のＡＡ事業とＡ事業に戻したほうがいいということ

か。 

委員： そういうことではない。部によってばらつきが出るのではないか。もう少し明確な当て

はめ方があればいいと思う。 

委員： 計画事業については何らかの区別をせざるを得ない。結果的に何故選定されたか

は答えていかなければならない。そうした時に、基幹となる事業、貢献度の高い事業は

これです、というほうが説明しやすいと思う。 

委員： 審議会委員から異論が出た場合、結果として最後はどうなるのか。 

委員： 審議会における委員の意見を踏まえて計画事業を選定することになる。 

副区長： 審議会までの日程はどうなっているのか。 

事務局： 今週中に資料を整理したのち、皆さんに配布し、意見を頂戴したい。 

委員： 資料において、色分けや線など凡例を示してわかりやすくしてほしい。 

事務局： 計画事業については、すべて説明するのでなく、重要なものを中心に説明してもらう

ことになる。 
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今回の資料をもとに整理し、第 5 回の審議会に提出する。 
会議の結果 

                                                ⇒決定 

・第 5～7回審議会、後期計画事業説明担当及び説明順 

・重点施策の見直し方針 

提出された資料等 ・計画事業に関する方針 

・基本計画の計画事業対比表（福祉分野） 

・基本計画の計画事業対比表（健康分野） 
 


